
就業率向上に向けた労働力供給面の課題 

経済成長と労働参加が適切に進めば、非就業者一人に対する
就業者の数は増加の見通し。 

（若者・女性・高齢者・障害者などあらゆる人の就業意欲の実現が重要） 
○人口構成の推移を年齢で区別してみると、一人の高齢者を支える現役世代（ 
 20～64歳層）の数は減少してきており、半世紀前のいわゆる「胴上げ」型か 
 ら近年では「騎馬戦」型になっており、今後、さらに高齢化が進むと「肩車 
 」型になることが見込まれている。 
○しかし、仮に、年齢ではなく就業しているかいないかによって、就業者と非 
 就業者（子どもを含む。）の関係をみてみると、経済成長と若者・女性・高 
 齢者・障害者などの労働参加が適切に進んだ場合は、2030年の非就業者一人 
 に対する就業者の数は、現在と比べて大きく増加する見通しである。 
○こうしたことからも、若者・女性・高齢者・障害者などあらゆる人が就業意 
 欲を実現できる社会を構築することが重要である。 
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資料出所 厚生労働省「雇用政策研究会報告書」（2012年８月）、総務省統計局「国勢調査」「労働力調査」、国立社会保障・人口問題 
     研究所「日本の将来推計人口（2012年１月推計）」をもとに、厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成 
 （注） １）1950年の数値は国勢調査を、1960年から2010年までの数値は労働力調査を用いている。また、2010年の就業者、非就業者 
       （15歳以上）及び就業率は、2010年（新）基準人口による補完補正値を用いている。 
     ２）2020年及び2030年の人口（15歳未満人口、15歳以上人口）については将来推計人口（出生中位（死亡中位）推計）を、就 
       業者数及び就業率については厚生労働省雇用政策研究会報告書における「経済成長と労働参加が適切に進むケース」及び 
       「経済成長と労働参加が適切に進まないケース」を用いている。なお、「適切に進むケース」とは、「日本再生戦略」を 
       踏まえた実質２％程度の成長などが実現し、かつ労働市場への適切な参加が進むケースであり、この場合、「日本再生戦 
       略」の就業率目標と整合的な状況となっている。また、「適切に進まないケース」とは、復興需要を見込んで2015年まで 
       は経済成長が一定程度進むケース（＝経済成長が適切に進むケースの半分程度の成長率を想定）と同程度の経済成長率を 
       想定するが、2016年以降、経済成長率・物価上昇率がゼロかつ労働市場への参加が進まないケース（＝2010年の性・年齢 
       階級別労働力率に固定するケース）をいう。 
     ３）非就業者数（15歳以上）は15歳以上人口から就業者数を除いたものであり、労働力状態が不詳の者も含まれている。また、 
       15歳未満人口はすべて非就業者としている。 
     ４）就業率（％）＝就業者数÷15歳以上人口×100 




